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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期

第1四半期連結
累計(会計)期間

第92期

会計期間

自 平成20年
  4月1日 
至 平成20年 
  6月30日

自 平成19年
  4月1日 
至 平成20年 
  3月31日

営業収益 (百万円) 8,037 39,915

純営業収益 (百万円) 7,418 36,689

経常利益 (百万円) 3,731 20,744

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,246 12,781

純資産額 (百万円) 73,872 81,044

総資産額 (百万円) 558,265 513,369

1株当たり純資産額 (円) 274.39 301.03

1株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 8.34 47.48

潜在株式調整後 
1株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 7.42 42.43

自己資本比率 (％) 13.2 15.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,370 127,957

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △254 △77

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 14,391 △154,736

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 58,748 48,981

従業員数 (名) 114 109
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当第1四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容に重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第1四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社における状況 

平成20年6月30日現在 

 
(注) 1 従業員数は就業人員であります。なお、産休等による休職者3名を含んでおります。 

2 従業員数欄の［ ］内は、臨時従業員の当第1四半期連結会計期間の平均人員であります。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成20年6月30日現在 

 
(注) 1 従業員数は就業人員であります。なお、産休等による休職者3名を含んでおります。 

2 従業員数欄の［ ］内は、臨時従業員の当第1四半期会計期間の平均人員であります。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名)
114

[223] 

従業員数(名)
113

[220] 
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第２ 【事業の状況】 

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

当年度は四半期報告制度の導入初年度であるため、「(1) 経営成績の分析」において比較、分析に用

いた前年同四半期数値は、独立監査人による四半期レビューを受けておりません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第1四半期連結会計期間におけるわが国経済は、エネルギー・原材料価格の高騰、及び交易条件の

悪化による企業収益の減少等を背景に減速しています。 

日本の株式市場においては、期首に12,000円台であった日経平均株価は、外国人投資家が大きく買い

越しに転じた結果、5月に14,000円台まで回復したものの、欧米金融機関の業績懸念が再燃するなど、

世界経済の先行き不透明感が増大したこと等により、当第1四半期連結会計期間末には13,000円台まで

下落しました。このように株価の値動きが荒く、方向感が定まらない状況において、三市場（東京、大

阪、名古屋の各証券取引所）合計の株式売買代金は前年同四半期と比較して18％減少し、同様に当社の

主たる顧客層である個人投資家の株式委託売買代金も、前年同四半期と比較して22％程度減少しまし

た。一方、オンライン株式取引の業界環境については、個人の株式委託売買代金、及び証券口座純増数

の低迷を背景に、個人投資家の獲得に向けた証券会社による厳しい競争が続いています。 

このような事業環境のもと、当第1四半期連結会計期間において当社は、私設取引システム（PTS）開

設による即時決済取引の開始、米国CME（シカゴ・マーカンタイル取引所）上場の日経225先物「夜間先

物取引」の取扱開始等、顧客向けサービスの向上に努めてまいりました。結果として、当第1四半期連

結会計期間末の当社の口座数は740,884口座（前連結会計年度末比11,490口座増）となりました。しか

しながら、個人全体の株式委託売買代金が低迷していることにより、当第1四半期連結会計期間におけ

る当社の株式委託売買代金は、前年同四半期と比較して24％程度減少しました。 

以上の結果、当第1四半期連結会計期間におきましては、営業収益、純営業収益は、ともに減収（対

前年同四半期比）、営業利益、経常利益、四半期純利益は、ともに減益（同）となりました。 

当第1四半期連結会計期間の営業収益は80億37百万円（同28.5％減）、純営業収益は74億18百万円

（同28.1％減）となりました。また、営業利益は36億80百万円（同30.3％減）、経常利益は37億31百万

円（同30.4％減）、四半期純利益は22億46百万円（同39.4％減）となりました。 

  

（受入手数料） 

受入手数料は53億62百万円（同19.1％減）となりました。そのうち、委託手数料は48億75百万円（同

20.0％減）となりました。これは主として、株式委託売買代金が前年同四半期と比較して24％程度減少

したことによるものです。その他の受入手数料は、外国為替保証金取引「NetFx」による受入手数料3億

19百万円（同10.5％増）を含め、4億86百万円（同8.4％減）となりました。 

  

（トレーディング損益） 

トレーディング損益は2百万円の利益となりました。 

  

（金融収支） 

主として信用取引残高の水準が低迷したことにより、金融収益は26億73百万円（同42.0％減）となり

ました。一方、金融費用は6億19百万円（同32.7％減）となりました。その結果、金融収益から金融費

用を差し引いた金融収支は20億54百万円（同44.3％減）となりました。 

  

１ 【経営上の重要な契約等】

２ 【財政状態及び経営成績の分析】
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（販売費・一般管理費） 

販売費・一般管理費は37億38百万円（同25.7％減）となりました。これは、前年同四半期に貸倒引当

金繰入れ8億56百万円を計上したのに対し、当第1四半期連結会計期間においては貸倒引当金繰入れが15

百万円となったことや、主としてシステムのアウトソース費用の削減により事務費が15億93百万円（同

17.5％減）となったこと等によるものです。 

  

（営業外損益） 

営業外損益は、合計で51百万円の収益となりました。これは主として、受取配当金50百万円によるも

のです。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第1四半期末の資産合計は、前連結会計年度末比8.7％増の5,582億65百万円となりました。これ

は、主として預託金が8.2％増の2,250億12百万円、信用取引資産が9.0％増の2,259億48百万円となった

ことによるものです。 

負債合計は前連結会計年度末比12.0％増の4,843億92百万円となりました。これは、主として短期借

入金が68.0％増の605億50百万円となったことによるものです。 

純資産合計は前連結会計年度末比8.8％減の738億72百万円となりました。これは、四半期純利益22億

46百万円が計上される一方、平成20年3月期期末配当金94億23百万円により利益剰余金が減少したこと

によるものです。 

  

(3) キャッシュ・フロー 

当第1四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、43億70百万円のマイナスとなりました。これは、預託金の増

加が主な要因です。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、2億54百万円のマイナスとなりました。これは無形固定資産

の取得による支出が主な要因です。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、143億91百万円のプラスとなりました。これは、短期借入金

の純増加が主な要因です。 

  

以上の結果、当第1四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、587億48百万円とな

りました。 

  

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社の主たる事業は、個人投資家向けの株式売買委託業務であり、収入項目としては受入手数料、と

りわけ株式売買に関する委託手数料が当社の業績に重要な影響を及ぼします。また、主として信用取引

に起因する金融収益についても当社の業績に重要な影響を及ぼす要因となります。しかしながら、その

水準は、株式市場の相場環境に大きく左右されます。当第1四半期連結会計期間につきましては、

「(1) 経営成績の分析」に述べる通り、株式委託売買代金や信用取引残高の水準が低迷したこと等によ

り、営業収益、純営業収益ともに対前年同四半期比で減収、営業利益、経常利益、四半期純利益ともに

対前年同四半期比で減益となりました。 
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(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社は、信用取引貸付金の増減等に対応した経常的な調達について、金融機関からの借入金を中心に

対応しております。当社は、銀行等金融機関からの借入金以外にも、従来よりコール・マネーの調達、

コマーシャル・ペーパーの発行等を行う等、資金調達源の多様化にも努めておりましたが、当第1四半

期連結会計期間においては、短期借入金は増加しましたが、期末においてコール・マネー、コマーシャ

ル・ペーパーの調達残高はありません。また、当第1四半期連結会計期間においては、社債の発行やシ

ンジケートローンによる調達を実行しておりません。調達資金の償還、返済にあたっては、その時点に

おける顧客の信用取引建玉残高と市場環境を考慮しつつ、適切な手段を総合的に検討の上、必要に応じ

て借り換えあるいは新たな調達を実施いたします。 

なお、借り換え等を行う際における市場の混乱等によるリスクを低減させるため、銀行等金融機関と

コミットメントライン契約を締結しております。 
  
(6) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第1四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 
  
(7) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第1四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第1四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成20年8月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,050,000,000

計 1,050,000,000

種類
第1四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年6月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年8月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 269,257,202 269,260,202
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 269,257,202 269,260,202 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。 

 
(注) 1 新株予約権一個につき目的となる株式数は300株であります。 

2 新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額(総額)は、株主総会決議における予定

株式数及び予定払込金額から権利を喪失した者の株式数及び払込金額を減じております。 

3 (1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社または当社の子会社の取締役、監査役、ま

たは従業員の何れかの地位を保有しているものとします。ただし、当社ならびにその子会社の取締役も

しくは監査役を任期満了により退任した場合、または従業員が定年により退職した場合はこの限りでは

ないものとします。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3) 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとします。 

(4) その他の条件については、当社と対象の取締役及び従業員との間で締結する「新株予約権申込証兼新株

予約権割当契約書」に定めるところによるものとします。 

  

株主総会の特別決議日（平成14年6月16日）

第1四半期会計期間末現在 
(平成20年6月30日)

新株予約権の数（個） 15

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 総額 2,515,500（1株当たり 559）

新株予約権の行使期間 平成17年7月15日から平成22年7月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  559 
資本組入額 280

新株予約権の行使の条件 (注)3

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) 1 新株予約権一個につき目的となる株式数は300株であります。 

2 新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額(総額)は、株主総会決議における予定

株式数及び予定払込金額から権利を喪失した者の株式数及び払込金額を減じております。 

3 (1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社または当社の子会社の取締役、監査役、ま

たは従業員の何れかの地位を保有しているものとします。ただし、当社または当社の子会社の従業員の

定年または会社都合による退職など正当な理由ある場合、及び、退任する当社または当社の子会社の取

締役または監査役に正当な理由ある場合にはこの限りではないものとします。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3) 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとします。 

(4) その他の条件については、取締役会決議により決定します。 

  

株主総会の特別決議日（平成15年6月22日）

第1四半期会計期間末現在 
(平成20年6月30日)

新株予約権の数（個） 25

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 総額 4,155,000（1株当たり 554）

新株予約権の行使期間 平成17年7月15日から平成20年7月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  554 
資本組入額 277

新株予約権の行使の条件 (注)3

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) 1 新株予約権一個につき目的となる株式数は300株であります。 

2 新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額(総額)は、株主総会決議に基づき付与

された予定株式数及び予定払込金額から権利を喪失した者の株式数及び払込金額を減じております。 

3 (1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社または当社の子会社の取締役、監査役、ま

たは従業員の何れかの地位を保有しているものとします。ただし、当社または当社の子会社の従業員の

定年または会社都合による退職等合理的な理由ある場合、及び、退任する当社または当社の子会社の取

締役または監査役に合理的な理由ある場合にはこの限りではないものとします。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3) 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとします。 

(4) その他の条件については、取締役会決議により決定します。 

  

株主総会の特別決議日（平成16年6月27日）

第1四半期会計期間末現在 
(平成20年6月30日)

新株予約権の数（個） 1,580

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 474,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 総額 576,858,000（1株当たり 1,217）

新株予約権の行使期間 平成18年7月15日から平成21年7月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,217 
資本組入額  609

新株予約権の行使の条件 (注)3

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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② 平成13年改正旧商法第341条ノ2の規定に基づき発行した転換社債型新株予約権付社債は、次のとおり

であります。 

 
(注) 新株予約権1個の行使に際しては、当該新株予約権に係る社債を出資するものとし、当該社債の価額は、その発

行価額と同額とします。 

  

2011年3月満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（平成15年11月17日発行）

第1四半期会計期間末現在 
(平成20年6月30日)

新株予約権の数（個） 19,900

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 33,459,436

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
総額 39,800,000,000 

（新株予約権1個当たり2,000,000 
1株当たり 1,189.5） 

新株予約権の行使期間 平成15年12月1日から平成23年3月17日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,189.5 
資本組入額    595  

新株予約権の行使の条件 新株予約権の一部行使はできない

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権のみ社債からの分離譲渡はできない

代用払込みに関する事項 (注)

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

新株予約権付社債の残高(百万円) 39,800
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(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) ストックオプション方式の新株予約権の行使によるものであります。 

  

(5) 【大株主の状況】 

フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者である他1社から平成20年7月7日付で大量保有報告書

の変更報告書の提出があり、平成20年6月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けました

が、当社として当第1四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができておりません。大量

保有報告書の変更報告書の内容は下記のとおりです。 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年4月1日～ 
平成20年6月30日 
(注) 

3,300 269,257,202 1 11,943 1 9,791

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門四丁目3番1号
城山トラストタワー 

6,496 2.41

エフエムアール エルエルシー 
米国 02109 マサチューセッツ州
ボストン、デヴォンシャー・ストリート 
82 

4,996 1.86
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(6) 【議決権の状況】 

当第1四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成20年3月31日の株主名簿により記載しております。 

① 【発行済株式】 

平成20年3月31日現在 

 
(注) 1 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,900株(議決権19個)、信

用取引貸付金の自己融資見返り株式が570,900株（議決権5,709個）含まれております。 

2 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成20年3月31日現在 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式    32,100
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 269,208,000 2,692,080 ―

単元未満株式 普通株式   13,802 ― ―

発行済株式総数 269,253,902  ― ―

総株主の議決権 ― 2,692,080 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
松井証券株式会社 

東京都千代田区麹町
一丁目4番地 

32,100 ― 32,100 0.01

計 ― 32,100 ― 32,100 0.01

２ 【株価の推移】

月別
平成20年 
 4月  5月

 
 6月

最高(円) 745 834 830

最低(円) 537 695 633
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平成20年6月23日付の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとお

りであります。 

  

役職の異動 

  

 
  

３ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 
（サポートセンター 

グループマネージャー）

取締役
（顧客サポート部長）

佐藤 歩 平成20年8月1日

取締役 
（RTGS事業グループ 

グループマネージャー兼 
営業グループ担当役員 
（営業開発担当））

取締役
（RTGS事業部長兼 
業務開発担当役員）

森部 隆士 平成20年8月1日

取締役 
（営業グループ 

グループマネージャー 
（営業推進・法人営業担

当））

取締役
（事業法人部長）

一村 明博 平成20年8月1日

取締役 
（システムグループ 

グループマネージャー）

取締役
（システム部長兼 
品質管理担当役員）

佐藤 邦彦 平成20年8月1日

取締役 
（営業グループ 

グループマネージャー 
（営業企画担当））

取締役
（マーケティング担当役員）

和里田 聰 平成20年8月1日

取締役 
（財務グループ 

グループマネージャー）

取締役
（財務部長）

鵜澤 慎一 平成20年8月1日
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(1) 受入手数料の内訳 

  

 
  

(2) トレーディング損益の内訳 

  

 
  

(3) 有価証券の売買等業務の状況 

1) 有価証券の売買の状況（先物取引を除く） 

①株券 

  

 
  

（信用取引の状況） 

上記のうち、信用取引の状況は次のとおりであります。 

  

 
  

４ 【業務の状況】

期別 区分
株券

(百万円)
債券

(百万円)
受益証券 
(百万円)

その他 
(百万円)

計
(百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間

委託手数料 4,823 ― 32 21 4,875

引受け・売出し手数料 0 ― ― ― 0

募集・売出しの取扱手数料 ― ― ― ― ―

その他の受入手数料 106 ― 3 377 486

計 4,929 ― 35 398 5,362

区分
(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間

実現損益 
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

株券等トレーディング損益 0 ― 0

債券等・その他の 
トレーディング損益 

2 △0 2

債券等 
トレーディング損益 

─ ─ ─

その他の 
トレーディング損益 

2 △0 2

計 2 △0 2

期別 受託 (百万円) 自己 (百万円) 合計 (百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間
4,118,755 544 4,119,299

期別 受託 (百万円) 自己 (百万円) 合計 (百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間
2,603,767 ― 2,603,767
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②債券 

  

 
  

③受益証券 

  

 
  

④その他 

  

 
(注) 「その他」はカバードワラントであります。 

  

（受託取引の状況） 

上記のうち、受託取引の状況は次のとおりであります。 

  

 
(注) 「その他」はカバードワラントであります。 

  

2) 証券先物取引等の状況 

①株式に係る取引 

  

 
  

②債券に係る取引 

  

 
  

期別 受託 (百万円) 自己 (百万円) 合計 (百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間
― ― ―

期別 受託 (百万円) 自己 (百万円) 合計 (百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間
30,805 ― 30,805

期別
新株予約権証書など

(百万円)

コマーシャル・
ペーパー 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間
― ― 2,758 2,758

期別
新株予約権証書など

(百万円)

コマーシャル・
ペーパー 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間
― ― 2,758 2,758

期別
先物取引 オプション取引

合計
(百万円)受託 

(百万円)
自己

(百万円)
受託

(百万円)
自己 

(百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間
8,021,965 ― 10,603,607 ― 18,625,572

期別
先物取引 オプション取引

合計
(百万円)受託 

(百万円)
自己

(百万円)
受託

(百万円)
自己 

(百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間
― ― ― ― ―
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3) 有価証券の引受け、売出し業務及び募集、売出しまたは私募の取扱い業務の状況 

①株券 

  

 
  

②債券 

  

 
  

③受益証券 

  

 
  

④その他 

  

 
  

期別
引受高 
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの取扱高 
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

(自 平成20年4月1日 
当第1四半期会計期間

至 平成20年6月30日)
― ― ― ― ―

期別 種類
引受高
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの 
取扱高 
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間

国債 ― ― ― ― ―

地方債 ― ― ― ― ―

特殊債 ― ― ― ― ―

社債 ― ― ― ― ―

外国債 ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ―

期別
引受高 
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの取扱高 
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間
― ― 490 ― ―

期別 種類
引受高
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの 
取扱高 
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

(自 平成20年4月1日 
至 平成20年6月30日) 

当第1四半期会計期間

コマーシャル・
ペーパー 

― ― ― ― ―

外国証書 ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ―
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(4) 自己資本規制比率 

  

 
(注) 数値は百万円未満を切り捨てて表記しております。 

  

当第1四半期
会計期間末 

(平成20年6月30日現在)

基本的項目     ① (百万円) 73,801 

補完的項目

その他有価証券
評価差額金(評価益)等

(百万円) 0 

金融商品取引責任
準備金等

(百万円) 3,745 

一般貸倒引当金 (百万円) 310 

長期劣後債務 (百万円) ― 

短期劣後債務 (百万円) ― 

    計② (百万円) 4,057 

控除資産     ③ (百万円) 7,804 

固定化されていない 
自己資本

①＋②－③ (A) (百万円) 70,054 

リスク相当額

市場リスク相当額 (百万円) 4 

取引先リスク相当額 (百万円) 5,813 

基礎的リスク相当額 (百万円) 4,099 

    計(B) (百万円) 9,917 

自己資本規制比率 (A)／(B)×100 (％) 706.3 
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第５ 【経理の状況】 

1 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)並びに同規則第61条及び第82条の規定

に基づき「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理

の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しておりま

す。 

  

2 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当第1四半期連結累計期間(平成20年4月1日

から平成20年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを

受けております。 
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1【四半期連結財務諸表】 
 (1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金・預金 26,892 22,978

預託金 225,012 208,012

金銭の信託 48,956 41,503

トレーディング商品 1,800 3,059

デリバティブ取引 1,800 3,059

約定見返勘定 57 1

信用取引資産 225,948 207,232

信用取引貸付金 221,796 203,823

信用取引借証券担保金 4,152 3,408

有価証券担保貸付金 1,887 708

借入有価証券担保金 1,887 708

立替金 120 65

短期差入保証金 13,165 15,349

その他 7,252 7,501

貸倒引当金 △311 △279

流動資産計 550,778 506,129

固定資産   

有形固定資産 ※１  944 ※１  965

無形固定資産 3,566 3,291

ソフトウエア 3,551 3,274

その他 15 16

投資その他の資産 2,977 2,984

投資有価証券 347 343

その他 3,807 3,845

貸倒引当金 △1,177 △1,204

固定資産計 7,487 7,240

資産合計 558,265 513,369
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日) 

負債の部   

流動負債   

トレーディング商品 332 175

デリバティブ取引 332 175

信用取引負債 39,343 29,720

信用取引借入金 ※２  6,665 ※２  5,679

信用取引貸証券受入金 32,678 24,041

有価証券担保借入金 29,849 22,278

有価証券貸借取引受入金 29,849 22,278

預り金 131,133 119,965

受入保証金 131,288 128,036

有価証券等受入未了勘定 － 16

短期借入金 60,550 36,050

1年内償還予定の社債 40,000 20,000

未払法人税等 1,194 4,761

賞与引当金 34 136

その他 3,919 2,435

流動負債計 437,642 363,572

固定負債   

社債 － 20,000

新株予約権付社債 39,800 39,800

長期借入金 3,000 5,000

未払役員退職慰労金 204 206

その他 0 0

固定負債計 43,005 65,006

特別法上の準備金   

証券取引責任準備金 － 3,746

金融商品取引責任準備金 3,746 －

特別法上の準備金計 3,746 3,746

負債合計 484,392 432,324

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,943 11,942

資本剰余金 9,791 9,790

利益剰余金 52,161 59,337

自己株式 △22 △22

株主資本合計 73,872 81,046

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1 △2

評価・換算差額等合計 1 △2

純資産合計 73,872 81,044

負債・純資産合計 558,265 513,369
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 (2)【四半期連結損益計算書】 
  【第1四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成20年6月30日) 

営業収益  

受入手数料 5,362

委託手数料 4,875

引受け・売出し手数料 0

その他の受入手数料 486

トレーディング損益 2

金融収益 2,673

営業収益計 8,037

金融費用 619

純営業収益 7,418

販売費・一般管理費  

取引関係費 1,068

人件費 ※１  546

不動産関係費 119

事務費 1,593

減価償却費 291

租税公課 61

貸倒引当金繰入れ 15

その他 46

販売費・一般管理費計 3,738

営業利益 3,680

営業外収益  

受取配当金 50

その他 3

営業外収益計 52

営業外費用  

その他 1

営業外費用計 1

経常利益 3,731

税金等調整前四半期純利益 3,731

法人税、住民税及び事業税 1,177

法人税等調整額 308

法人税等合計 1,484

四半期純利益 2,246
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  (3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成20年6月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 3,731

減価償却費 291

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5

賞与引当金の増減額（△は減少） △102

受取利息及び受取配当金 △2,684

支払利息 590

預託金の増減額（△は増加） △17,000

金銭の信託の増減額（△は増加） △1,600

トレーディング商品の増減額 1,416

約定見返勘定の増減額（△は増加） △56

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 △9,093

有価証券担保貸付金の増減額（△は増加） △1,179

立替金及び預り金の増減額 11,113

有価証券担保借入金の増減額（△は減少） 7,571

受入保証金の増減額（△は減少） 3,252

短期差入保証金の増減額（△は増加） 2,184

その他 256

小計 △1,305

利息及び配当金の受取額 2,368

利息の支払額 △740

法人税等の支払額 △4,693

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,370

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △0

無形固定資産の取得による支出 △254

投資活動によるキャッシュ・フロー △254

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 22,500

新株予約権の行使による株式の発行による収入 2

配当金の支払額 △8,111

財務活動によるキャッシュ・フロー 14,391

現金及び現金同等物に係る換算差額 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,768

現金及び現金同等物の期首残高 48,981

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  58,748
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

当第1四半期連結会計期間 
(自 平成20年4月1日  
 至 平成20年6月30日)

1 会計方針の変更 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

方法によっておりましたが、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計審議会第一部会 平成5年6月

17日（平成19年3月30日改正） 企業会計基準第13

号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（日本公認会計士協会 会計制度委員会 平成6

年1月18日（平成19年3月30日改正） 企業会計基準適

用指針第16号）が平成20年4月1日以後開始する連結

会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用するこ

とができることになったことに伴い、当第1四半期連

結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常

の売買取引に係る会計処理によっております。 

これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益に与える影響はありません。 

なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理を適用しております。 
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【簡便な会計処理】 

当第1四半期連結会計期間(自 平成20年4月1日 至 平成20年6月30日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

当第1四半期連結会計期間(自 平成20年4月1日 至 平成20年6月30日) 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

  

 
  

当第1四半期連結会計期間 
(自 平成20年4月1日  
 至 平成20年6月30日)

 前連結会計年度末に金融商品取引法附則第40条に基づ

く旧証券取引法第51条の規定により計上しておりました

「証券取引責任準備金」は、当連結会計年度より、金融

商品取引法第46条の5の規定に基づき「金融商品取引責

任準備金」に変更されております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第1四半期連結会計期間末 
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年3月31日)

※1 有形固定資産より控除した減価償却累計額 

                 643百万円 

※1 有形固定資産より控除した減価償却累計額 

                 622百万円 

  

※2 担保に供されている資産はありません。なお、信

用取引の自己融資見返り株券を、信用取引借入金

に対して1,939百万円差し入れております。また、

顧客より委託保証金の代用として受け入れた有価

証券を信用取引借入金に対して8,732百万円差し入

れております。 

  

※2 担保に供されている資産はありません。なお、信

用取引の自己融資見返り株券を、信用取引借入金

に対して2,256百万円差し入れております。また、

顧客より委託保証金の代用として受け入れた有価

証券を信用取引借入金に対して9,199百万円差し入

れております。 

  

 3 差し入れている有価証券及び差し入れを受けてい

る有価証券の時価は次のとおりであります。 

  (1) 差し入れている有価証券 

 
  

① 信用取引貸証券 33,551 百万円

② 信用取引借入金の
  本担保証券 

6,414

③ 消費貸借契約により 
  貸し付けた有価証券 

34,328

④ 長期差入保証金代用 
  有価証券 

6,099

⑤ 差入証拠金代用有価証券 7,323

 3 差し入れている有価証券及び差し入れを受けてい

る有価証券の時価は次のとおりであります。 

  (1) 差し入れている有価証券 

 
  

① 信用取引貸証券 24,502 百万円

② 信用取引借入金の
  本担保証券 

5,513

③ 消費貸借契約により 
  貸し付けた有価証券 

29,610

④ 長期差入保証金代用 
  有価証券 

6,391

⑤ 差入証拠金代用有価証券 9,010

  (2) 差し入れを受けている有価証券 

 
  

① 信用取引貸付金の
  本担保証券 

185,980 百万円

② 信用取引借証券 4,078

③ 消費貸借契約により 
  借り入れた有価証券 

1,754

④ 受入保証金代用有価証券 290,337

⑤ 受入証拠金代用有価証券 2,763

  (2) 差し入れを受けている有価証券 

 
  

① 信用取引貸付金の
  本担保証券 

157,640 百万円

② 信用取引借証券 3,407

③ 消費貸借契約により 
  借り入れた有価証券 

678

④ 受入保証金代用有価証券 274,464

⑤ 受入証拠金代用有価証券 2,529
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(四半期連結損益計算書関係) 

第1四半期連結累計期間 

  

 
  

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日  
 至 平成20年6月30日)

※1 人件費の中には、賞与引当金繰入額34百万円が含

まれております。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日  
 至 平成20年6月30日)

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金・預金勘定 26,892百万円

金銭の信託  48,956 〃 

金銭の信託のうち受入保証金の 

分別管理を目的とするもの 
△17,100 〃 

現金及び現金同等物 58,748百万円
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(株主資本等関係) 

当第1四半期連結会計(累計)期間(自 平成20年4月1日 至 平成20年6月30日) 

1 発行済株式に関する事項 

 
  

2 自己株式に関する事項 

 
  

3 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

4 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

5 株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

株式の種類
当第1四半期

連結会計期間末

普通株式(株) 269,257,202

株式の種類
当第1四半期

連結会計期間末

普通株式(株) 32,138

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月22日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 9,423 35.00 平成20年3月31日 平成20年6月23日
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(リース取引関係) 

リース取引開始日が前連結会計年度以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース

取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。  

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

重要なデリバティブ取引はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第1四半期連結累計期間(自 平成20年4月1日 至 平成20年6月30日) 

当社及び連結子会社は、有価証券の売買等の媒介及び取次、有価証券の引受、募集及び売出しの取

扱などの証券業を中心とする事業活動を行っており、当該事業の営業収益及び営業利益の金額はいず

れも全事業の合計の90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当第1四半期連結累計期間(自 平成20年4月1日 至 平成20年6月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

【海外売上高】 

当第1四半期連結累計期間(自 平成20年4月1日 至 平成20年6月30日) 

海外売上高(営業収益)がないため、該当事項はありません。 
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(1株当たり情報) 

１ 1株当たり純資産額 

  

 
(注) 1株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

2 1株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益 

  

 
(注) 1株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

当第1四半期連結会計期間末 
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年3月31日)

274.39円 301.03円

項目
(平成20年6月30日) 

当第1四半期連結会計期間末
（平成20年3月31日) 
前連結会計年度末

純資産の部の合計額 

(百万円) 
73,872 81,044

普通株式に係る純資産額 

(百万円) 
73,872 81,044

差額の主な内訳 (百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数 

(千株) 
269,257 269,254

普通株式の自己株式数 

(千株) 
32 32

1株当たり純資産額の算 

定に用いられた普通株式 

の数(千株) 

269,225 269,222

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日  
 至 平成20年6月30日)

1株当たり四半期純利益 8.34円

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益 7.42円

項目
当第1四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日  
 至 平成20年6月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,246

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,246

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 269,223

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の主要な内訳(千株) 
 新株予約権 

  
33,462 

普通株式増加数(千株) 33,462

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要 

－

─ 33 ─



(重要な後発事象) 

当第1四半期連結累計期間(自 平成20年4月1日 至 平成20年6月30日) 

自己株式の取得枠の設定について 

 当社は平成20年7月31日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適

用される同法第156条の規定に基づき、下記のとおり自己株式の取得枠を設定することを決議いたし

ました。 

1 自己株式の取得を行う理由 

 資本効率の向上、及び株主への利益還元のため 

2 取得の内容 

 (1)取得する株式の種類 

 普通株式 

 (2)取得する株式の総数 

 1,250万株（上限） 

 (3)株式の取得価額の総額 

 100億円（上限） 

 (4)取得する期間 

 平成20年8月1日～平成20年10月31日 
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該当事項はありません。 

  

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成20年8月13日

松井証券株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている松井

証券株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結累計期間(平成20

年4月1日から平成20年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、松井証券株式会社及び連結子会社の平成20

年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年7月31日開催の取締役会において、自己株式

の取得枠を設定することを決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あらた監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  塚  啓  一  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  林  尚  明  印 

(注) 1 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

2 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第1項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年8月13日 

【会社名】 松井証券株式会社 

【英訳名】 MATSUI SECURITIES CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  松井 道夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区麹町一丁目4番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町2番1号) 



当社代表取締役社長松井道夫は、当社の第93期第1四半期(自 平成 20年4月1日 至 平成20年6月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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